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1―――保育行政は苦悩する

　「ポストの数ほど保育所を」と

いうことばがはやっているが，

市民の保育所増設への要求はま

ことに激しい。陳情そして請願

と，民生局周辺の廊下は母親た

ちであふれている。保育所不足

は全国的な現象だが，横浜市は

首都圏におけるホットコーナー

として，問題も非常に先鋭化し

てあらわれている。

ふりかえってみれば，大都市に

おける保育所問題の転機は二つ

あった。第１は，昭和31年の自

治法改正にともない児童福祉行

政が指定都市に委譲されたとき

である。このとき府県からひき

ついだ行政の量と質，そしてそ

の時点での児童福祉行政へのと

りくみ方がその後の行政に決定

的な作用をおよぼしたのであっ

た。それ以来，横浜市はひきつ

いだ７ヵ所の保育所をふやしも

へらしもせずかかえてきた。第

２は，昭和37 ・38年である。わ

が国の高度経済成長政策が最高

51

京都，北九川の各市の半数以下

の水準となっている。のちにふ

れるごとく，人口比と要保育児

童数の比とは必ずしもパラレル

であるとはいえないので，これ‘

をもってただちに結論を得るこ

とはできないが，いわゆる“共　。

かせぎ”が常識となりつつある

ように，保育所は大都市におけ

る市民生活の基礎的要件へと変

ってきているのである。

１・保育所数と定員

潮から下りに入ったその時期に

横浜の乳幼児人口は全国的傾向

とは逆に，上昇に転じたのだっ

た。大都市の人口集中，婦人労

働への需要増大，市民生活の高

度化への要求などのなかで，保

育所問題はそれまで抑えられて

いたものがいっきょに顕在化し

たのだった。　ともかくも，この

ときに横浜市政は保育所増設に

ふみきり，行政は一つの大きな

転換をしたのであった。

しかし，それ以来保育所行政は

市民の要求に追いかけられっぱ

なしで，問題は軽くなるどころ

かますます深刻になっていくば

かりである。大都市における市

民生活の構造的変化は，保育所

問題を従来のそれとは量的にも

質的にも変えてしまったといえ

よう。理由はともかく，保育所

の普及状況からみれば，横浜市

の不足は絶対的なものといえよ

う。

他の６大都市の保育所の状況に

ついては，表１にみられるよう

に,人口1,000人に対する保育所

定員の割合でいずれも全国平均

を下まわっているが，なかでも

横浜市のそれは，東京,名古屋，

昭和42年８月１日現在，横浜市

には公私立あわせて76ヵ所＜定

員6,024名＞の保育所がある。

これらの状況は，表２のとおり

である。市は，「子どもを大切

にする市政」のスローガンのも

とに，昭和39年度以後公立保育

所を中心に年々増設し，定員も

ふえてきている。　この間におけ

る昭和40年度を基準とした定員

の伸びは20％強で，同期の全国

平均は約15％であるから，横浜

市ではかなりのハイピッチで保

育所が整備されていることにな

る。しかし，このような定員の

増加にもかかわらず，保育所を

表１―６大都市における保育所の状況　　　　　　＜昭和42年４月１日＞



利用ナる市民の増加に，いつも

追いかけられている状態にあ

る。

保育所定員に対する措置率は88

％であって，定員に対してなお

12％の余裕をもっているのは，

一見しておかしく思われるだろ

うが，これは現在の保育所が適

所にないことからくる現象であ

る。他の６大都市においては，

京都市の96.4％を筆頭におおむ

ね90％を越えており，ほぼ全国

平均なみの水準を維持してい

る。

つぎに各区別に保育所の設置状

況をみると表３のようになる。

保育所数では港北区が14ヵ所で

最も多く，戸塚区10ヵ所，西区

９ヵ所とつづき，最も少ない

のは中区の3力所である。人口

1,000人に対する保育所定員の

割合では，金沢区，西区がほぼ

全市平均の約２倍の水準でもっ

とも高い。これに対して保土ヶ

谷区，中区はきわめて低い。昭

和40年度以後は，港北区，戸塚

区等を中心に公立保育所が設置

されてきている。

さらにこれを措置率ということ

からみると，保土ヶ谷区と中区

とでは両極端の傾向にある。保

土ヶ谷区の場合は，少ない保育

所がきわめて有効に利用されて

いるが，中区にあっては保育所

とそれを利用する家庭との位置

が，必ずしも適正ではないとい

える。

保育所と，それを利用する住民

とは，同一コミュニティの構成

員であることが望ましい。した

表2――横浜市における保育所数，定員等の推移 ＜各年度４月１日＞

表３――各区別保育所の状況

注　〈　〉は再掲，昭和40年度以後設置された保育所数

がって，保育所の配置は利用す

る住民との関係において，適当

なばらつきが必要である。厚生

省においてはこの点について。

　「新たに保育所を設置する場合

は，既設の保育所からおおむね

２キロメートル以上離れている

こと」と指示しているが，もち

ろん「地域の特性からケースバ

イケースで処理される」ことに

なる。

横浜市では，保育所の新設を認

可するにあたって，その保育所

を中心に，おおむね周囲２キロ

メートル以内の地域にその定員

を満たすだけの要保育児童が存

在することを一つの条件として

いる。この条件は，私立保育所

の新設についてはかなり厳しく

適用されている。他方，公立保

育所の場合もこの条件が適用さ

れないわけではないが，それよ

りもむしろ，建設用地の入手の

難易によって設置の可否が左右

されることが多い。結果的には

地理的に利用できる世帯が少な

く，措置率も低くなるという現

象を防ぎえない。戸塚区のＨ保

＜昭和42年８月１日＞
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育所，港北区のＮ保育園等はそ

の例であって，一つの大きな問

題を提供している。

２・保育所の入所基準

どういう児童が，保育所の対象

児となるのだろうか。それは保

護者が労働または疾病等のため

児童が家庭で保育を受けられな

い場合で，国の基準ではつぎの

ようになる。

①母親が日中家以外で働いてい

る。②母親が日中家で家事以外

の労働をしている。③母親が死

亡，行方不明，拘禁等によりい

ない。④母親が出産前後である

か疾病の状態にある。⑤母親が

長期にわたり看護にあたってい

る。⑥災害により家の復旧を要

する。⑦以上とは別にとくに市

長が認めた場合。

以上の場合のいずれかに該当

し，ほかに保育にあたるものが

いない児童について，保育所へ

の入所措置がとられるのであ

る。なお，定員等の事情により

その保育を要する程度の高いも

のから順に入所の措置がとられ

ることになっている。その判断

としては，通常低所得階層が優

先されている。なお，例外とし

て，地域の要保育児童がすべて

措置された後，なお定員に余裕

がある場合には，私的契約によ

る児童を入所させてもさしつか

えないとされている。

それでは現実に保育所に行って

いる児童の状況をみよう。現在

保育所に措置されている児童数

は5,302名である。これらを入

所理由別にまとめたのが図１で

ある。それによると，母親が働

いているために子どもの世話が

できない，というのが91.7％を

しめ，とりわけ外に働きにでる

図１　措置児童の入所理由 ＜昭和41年8月1日＞ 母親がきわめ

て多い。適当

な資料がない

ので，厚生省

が昭和38年７

月に実施した

全国家庭児童

調査をみてみ

ることにす

る。＜表４＞

これは，農家

自営業などの

家庭を広くふ

くんでいること，しかも季節的

に７月という特殊性から保育所

を最も必要とする都市の勤労者

の実態をそのまま反映している

とはいえないけれど乱　１日平

均１時間以上家事以外の労働に

従事している母親は，母親全体

の約55％におよんでいる。なか

で乱　１日６時間以上家事以外

の労働に従事する母親は，働く

母親の75％をしめている。その

母親の働く理由をみると，必要

に迫られて働くものは，働く母

親の63％以上をしめているので

ある。

ことに横浜のような大都市では

統計にはあらわれない内職，パ

ートタイム等に従事する母親が

さらに多くなっていることは十

分推定される。いまや大都市に

あっては，住居費を中心に生活

費の上昇はいちじるしいものが

ある。他面，生活構造の変化と

水準の上昇によって所得への欲

求もきわめて強くなっている。

そしてこれらの傾向は，婦人の

働く権利の自覚，社会的活動へ

の意欲の増大などとあいまって

一層強いものとなりつつある。

これは，労働力不足を婦人の労

働力，とりわけ主婦の労働力に

よってきりぬけようとする産業

界の要求にもマッチしている。

そもそもパートタイムなる労働

形態の出現は，こうした情況の

必然的な産物であるといわれ
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る。このような生活構造の変化

から今日保育所は当然不可欠な

ものとなってきているが，生活

環境の側面からも同様のことが

いえる。住居が狭いことや，遊

び場の不足・交通量の激増は，

戸外における子供の自由な空間

を奪い，保育所に対して安全地

帯としての機能を求めるように

なってきた。育児を少数精鋭主

義でいこうという家庭がふえ，

保育所に幼児期の教育機関とし

ての機能を期待するようにもな

ってきている。

以上で明らかなように，保育所

は市民の生活ときわめて密着し

たところで切実に必要となって

きているのである。

３・保育所を利用している世帯

の状況

現在保育所に行っている児童の

入所理由は，さきにふれたよう

に“母親の労働によるもの”が

圧倒的に多く，なかでもパート

タイムなど居宅外での労働に従

事するものが全体の58.8％をし

めており，現時点における傾向

を読みとることができる。母親

の働く理由については，資料が

えられず，直接それに言及する

ことはできないが，世帯の課税

状況＜表６＞に照らしてみる

と，所得税課税世帯が大半をし

め，貧困を理由とするものは影
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がうずくなっている。これらの

状況について，昭和42年８月保

育問題研究会の行なった「要保

育児童とその世帯の状況に関す

る調査」によって，さらにくわ

しくみてみよう。

保育を必要とする理由では，表

５にみるように，さきの措置児

童＜保育所に入所している児

童＞の世帯の傾向に近似してい

る。また，課税状況についても

措置児童の世帯の方が，概して

表５――保育所入所の理由 ＜昭和42年８月１日＞

表6―保育世帯の課税状況

表７―保育児の母親の働く理由

表4―母親の働く理由　　　　　　　　　　　　　　　＜昭和38年７月＞

＜保育問題研究会の調査による＞



低い階層への広がりが大きい

が，かなり類似した傾向が認め

られる。そこで，この調査結果

によって母親の働く理由につ

いてながめてみると＜表７＞。

　「生活には困らないが収入をえ

たい」というものが約半数＜46

.8％＞をしめ，ついで「生活は

困難ではないが収入の不足を補

うため」というのが40％をしめ

る。この判断は，もちろん，そ

の働いている母親の主観による

ものであるからいちがいにはき

めつけられないが，保育所利用

者の大半をしめる所得税課税世

帯のうち，共働き世帯の場合，

もし母親が仕事をやめればいっ

きょにボーダーライン層の近く

まで落ちてしまうといった例が

多い。二つの資料をあわせてみ

れば，あきらかに同じ傾向をさ

していることがわかる。保育所

が，その基底に救貧的性格をも

ちつつも，より大きな現代的な

要請にこたえているということ

ができる。

２―――保育所へのイメージと

現実との間

従来，保育所は貧乏人のいく所

幼稚園は金持ちのいく所という

のが一般的なイメージであって

そこではそれぞれのもつ社会的

機能はほとんど念頭におかれて

いなかった。　ところが，最近の

ように保育所を利用する世帯が

普遍化してくると，以前のよう

に所得の高低では両者を判別し

にくくなった。　さきに紹介した

保育問題研究会の調査でも“要

保育児童”と判定されたなかに

も幼稚園入園を希望する者が10

％あった。このことは，幼稚園

が“要保育児童”を吸収してい

る可能性を示唆している。　とに

かく，市民の要求のなかには。

　「保育所とは………」「幼稚園

とは………」という論議をぬき

にして“子どもをあずかってく

れる施設”がほしいというもの

が相当数ふくまれていると思わ

れる。昭和40年２月，神奈川県

民生委員部会第３研究会による

　「若い母親の育児意識に関する

調査」によれば，“幼稚園・保

育所にいかせた方がよい”とす

る母親は93％をしめ，乳幼児の

保育についてきわめて強い希望

を示している。そのため幼稚園

からあふれた児童が保育所に入

ったり，逆に保育所からあふれ

た児童が幼稚園に入ったりする

ことになる。こうして生じるの

が保育所の幼稚園化であり，幼

稚園の保育所化である。現行制

度上からいえば，このことはけ

っして望ましいことであるとは

いえない。しかし，本来同じ年

令の子どもが，たまたまいく所

がちがうというだけで異なった

教育をうけるということ，すな

わち幼児期からの教育の二元化

は好ましいものではない。

一方，市街地における狭くて少

ない遊び揚，農村における農地

の宅地化，工場用地化，交通量

の増大による事故の激増等によ

り，子どもの自由になる空間は

日ごとにせばめられていってい

る。また，少産精鋭主義型の家

庭が増加し，さらに住宅事情の

悪化から，必然的に母親と子が

終日同じ部屋で顔をつき合わせ

ていることになり，過保護の傾

向が助長されることも考えられ

る。これらは子供の将来にとっ

てけっして望ましいものではな

い。　したがって，将来はむしろ

子どもの安全を守り，社会性を

身につけさせるための集団教育

の場として，保育所，幼稚園に

全児童を吸収できる方向に向か

うべきであろう。

保育所と幼稚園の差異を必要以

上に強調するよりも，むしろ保

育所内部における乳児と幼児の

分化を考えるべきである。現在

保育所は，出産休暇あけ後の乳

児から，小学校入学直前の幼児

まで，まとめて保育しているが

これは子どもの発達段階のいち

じるしい相違からみて，子ども

にとっても保育者にとっても大

きな負担と障害になっている。

今後においては，保育所を，乳

児と幼児とに分化し，幼児につ
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いては前述のように幼稚園との

関係を緊密化していくべきであ

ろう。

したがって，保育所をたんに

　“子どもをあずかる”施設の範

ちゅうにとどめるのではなく，

次代をになう児童の心身の健全

な発達を推進する福祉施設とし

て，積極的にとらえていくべき

であろう。

３―――保育行政への提案

保育所の増設を訴える市民の声

をまつまでもなく，保育所の絶

対数の不足は明らかである。さ

きに紹介した保育問題研究会の

調査によると，市内の要保育児

童数は約14,000人と推定され

る。これを現在の保育所定員等

と比較してみると，表８のよう

になる。要保育児童数に対する

保育所定員の割合は約44％であ

って，それの半分に満たない。

とりわけ，乳児＜２才未満児＞

の定員にあっては20％にもおよ

ばない。乳児保育は，かりに幼

稚園といえども代行することが

できない保育所だけの機能であ

る。

厚生省児童局長通知く昭和38年

３月＞では，「新設する保育所

にあっては，少なくとも定員の

20％以上は, 3才未満児にあて

ること」と指示している。これ
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は幼稚園が３才以上児を対象と

することから，3才未満児の保

育所における守備範囲をかため

ることをふくんでいるものと思

われる。＜横道にそれるが，乳

児定員をしばしば３才未満児の

定員に置きかえることがあるが

元来保育所の定員は乳児定員，

幼児定員に分けられており, 3

才未満児定員という分類はなさ

れていなかった。＞

この３才未満児とりわけ乳児の

保育体制をかためることは，保

育所にあっては，十分考慮され

る必要があるだろう。昭和40年

度以後，横浜市が設置した保育

所は11ヵ所にあるが，乳児定員

の点で最低線の配慮しかされて

いないことは深く反省されねば

ならない。

くわえて,乳児定員＜483名＞に

対する措置率は40％＜189名＞

にも満たない。一般に“乳児保

育は手がかかる”といわれ，保

育所から敬遠されている事実が

指摘されている。こうして保育

所をしめだされた乳児は，もっ

ぱら家庭保育福祉員制度に依存

しているのである。　　

乳児定員は乳児のために用意さ

れるべきであって，2才児をそ

れに充当してしまう現在の傾向

は是正されねばなるまい。公立

保育所においては，人員配置の

不満を理由に乳児保育を敬遠す

る傾向にあるとされるが，これ

らの点については，ただちに積

極的な改善策を講じなくてはな

らない。

市民の乳児保育を訴える声はき

わめて強いのである。乳児保育

の定員が少ない上に，その入所

についても障害があるというの

であれば，この点における市民

の権利は存在しないことになっ

てしまう。このような状況は，

しばしば話題をよんでいる“い

わゆる無認可保育所”の出現を

うながし，当然児童福祉の水準

の低下をまねき，ここに大きな

悪循環をもたらすということに

なる。

乳児保育問題解決への一途とし

て，「赤ちゃんホーム」的なも

のを提案したい。これは乳児専

門に10名前後の児童を2～3名

表８――要保育児童数と保育所定員等の比較 ＜昭和42年８月１日＞



の保育者で保育するもので，設

備等の基準は現行最低基準に準

拠するものとする。これの有利

な点としては，

（1）乳児専門で，かつ定員も少

数であるから，遊び場等をふく

めて広い建設用地を要しない。

（2）したがって，小さなコミュ

ニティを単位に数多く設置する

ことが期待され，乳児を遠くの

保育所へ連れていくという不便

が解消できる。

（3）保育者が複数となるので，

責任が分担され，休息もとれ

る。

（4）児童数も家庭保育＜福祉員

制度＞に比べて多いので，集団

育児の効果が期待できる。

（5）これを制度化することによ

り,従来のいわゆる無認可保育

所に対しても，監督指導が届く

ようになり，保育水準の低下を

防ぐことができる。

しかし，反面問題点もある。す

なわち，

（1）このような方法を，どのよ

うに制度化するか，どのていど

の助成が可能であるか。

（2）保護者の負担をどうする

か。

（3）現行の保育所制度からみれ

ば，この「赤ちゃんホーム」は

それ自体無認可保育所であるの

で，この点についてどう対処す

るか。

とにかく，現行の保育所設置基

準＜最低定員60名＞の問題，ま

た，現在の保育所の乳児保育を

回避する傾向を勘案すると，ま

すます高まる市民の乳児保育へ

の要望を吸収するために，なん

らかの方策をうちださねばなら

ないところへきているといえよ

う。

昭和40年度以後，保育所の整備

はきわめてはやいスピードで進

められてきている。けれども，

その方向が設置場所の問題，乳

児保育の問題など必ずしもすぐ

れたものであるかどうかは，深

く反省・検討される必要がある

だろう。

以上のような，保育所制度に直

接かかわる問題とは別に，他の

側面からのアプロ―チも必要で

あろう。

一つには，経済的な困窮から共

働きを余儀なくされている世帯

に対する対策である。これには

給与水準の改善が必要であり，

他方，必要十分な児童手当制度

の確立などの救済策も考えられ

る。

労働行政の側面からは，産前産

後の休暇の延長，1～２年間の

育児休暇，および乳幼児をもつ

母親の労働時間の短縮等考慮さ

れる必要がある。また，本来特

殊な勤務形態を有する婦人労働

たとえば看護婦，電話交換手，

婦人記者，アナウンサーなどに

ついては，その職場において，

当然独自の保育を考えていいの

ではないだろうか。

保育所には，社会のあらゆる問

題が集約されているといっても

けっして過言ではないだろう。

したがって，それゆえに問題解

決も困難な点が多いのである。

しかし，社会の動向を前向きに

とらえ，保育所の問題を多角的

に検討することは，今後ますま

す必要になると思われる。

＜民生局児童課＞
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